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業績予想の修正および特別損失の発生に関するお知らせ 

最近の業績の動向等を踏まえ、平成 26 年５月 15 日の決算発表時に公表いたしました平

成 27 年３月期（平成 26 年４月１日～平成 27 年３月 31 日）の業績予想を修正いたします

ので下記の通りお知らせするとともに、平成 27 年３月期第２四半期におきまして、特別損

失の計上をすることになりましたのでお知らせいたします。 

記 

１．業績予想の修正 

（1）平成 27 年 3月期第 2 四半期累計期間業績予想数値の修正(平成 26 年 4月１日～平成 26 年 9 月 30 日) 

売上高 

百万円 

営業利益

百万円 

経常利益

百万円 

四半期純利益 

百万円 

1 株当たり 

四半期純利益

円 銭 

前回発表予想(Ａ) 4,719 17 24 9 0.62

今回修正予想(Ｂ) 4,408 △220 △221 △420 △28.80

増 減 額(Ｂ－Ａ) △311 △237 △245 △429 ―

増 減 率（％） △6.5 ― ― ― ―

(ご参考)前期第 2 四半期実績

（平成26年3月期第2四半期） 
4,701 △112 △89 △106 △7.29

（2）平成 27 年 3月期通期業績予想数値の修正(平成 26 年 4 月 1日～平成 27 年 3月 31 日) 

売上高 

  百万円 

営業利益

百万円 

経常利益

百万円 

当期純利益 

百万円 

1 株当たり 

当期純利益 

円 銭 

前回発表予想(Ａ) 9,156 13 39 9 0.62

今回修正予想(Ｂ) 8,852 △549 △537 △765 △54.13

増 減 額(Ｂ－Ａ) △304 △562 △576 △774 ―

増 減 率（％） △3.3 ― ― ― ―

(ご参考)前期実績 

（平成 26 年 3 月期） 
9,130 △326 △281 △410 △28.11



（3）修正の理由 

①第２四半期累計期間

 第２四半期累計期間は、黒字体質への転換を早期に果すべく、｢店舗数の拡大による

規模の効果を求める経営から、利益率や各店舗ごとの採算性を重視する経営スタイル

への転換｣｢CS 活動を軸にした企業風土の改革｣を基本方針に、具体的施策として、①既

存店の収益力強化、②業態の再編、③営業部門組織の刷新、④宣伝広告・販売促進の

見直し等に取り組みました。 

店舗展開につきましては、第１四半期に、｢フレンドリー古市店｣を｢源ぺい古市店｣

に業態転換したのに続き、第２四半期では、｢団欒れすとらんボンズ｣２店舗、｢ファミ

リーレストランフレンドリー｣１店舗を閉店いたしました。 

 しかし、収益の拡大する夏場の天候不順や前述の閉店による稼働日数の減少により、

売上高は期初の予想を下回り、一方で食料価格の上昇や電気・ガス料金の上昇傾向が

続いたことで経費削減が十分に行えず、業績を悪化させる結果となっております。そ

の結果、営業利益及び経常利益に差異が生じることとなりました。 

 また、後記２．のとおり、第２四半期において特別損失 233 百万円を計上いたしま

した。また、特別利益として、前会長重里育孝の退職慰労金辞退による 45 百万円を計

上いたしました。これらの結果、四半期純利益にも差異が生じることとなりました。 

②通期

 当社は抜本的な経営改革を実行すべく、平成 26 年８月１日、株式会社りそな銀行と

連名で株式会社地域経済活性化支援機構に対して再生支援の申込みを行ない、同日付

で株式会社地域経済活性化支援機構より再生支援決定の通知を受けております。 

   第３四半期以降についても、株式会社地域経済活性化支援機構の再生支援のもと、

店舗オペレーションの改善など店舗収益力の強化への取り組みを継続すると共に、将

来的な成長の基盤を整備すべく店舗の業態転換・改装等を実施する予定であり、それ

に伴う経費として総額 250 百万円程度を計上する見込みとなります。 

２．第２四半期累計期間に発生した主な特別損失の内容 

低採算店舗に係る減損損失 158 百万円および店舗閉鎖損失引当金繰入 22 百万円、固

定資産除却損 6 百万円、再生支援関連損失 46 百万円（アドバイザー費用、臨時株主総

会費用等）、合計 233 百万円の特別損失を計上いたします。 

上記の予想は、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、 

今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

以 上


